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3月
定例会
3月
定例会
3月
定例会

　

３
月
定
例
市
議
会
は
、２
月
21
日
か
ら
３
月
27
日

ま
で
35
日
間
の
日
程
で
開
か
れ
ま
し
た
。

　

２
月
21
日
に
は
、市
長
か
ら
各
会
計
の
令
和
７
年

度
当
初
予
算
や
令
和
６
年
度
補
正
予
算
な
ど
議
案

29
件
が
提
案
さ
れ
、３
月
５
日
、６
日
及
び
７
日
の
３

日
間
で
質
疑
・一
般
質
問
を
行
い
ま
し
た
。

　

７
日
に
は
、市
長
か
ら
学
習
用
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の

取
得
に
係
る
議
案
１
件
に
つ
い
て
、議
案
の
撤
回
請
求

が
あ
り
、質
疑
を
行
っ
た
後
、全
会
一
致
で
承
認
し
ま

し
た
。

　

ま
た
、三
木
市
部
等
設
置
条
例
の
一
部
改
正
及
び

令
和
６
年
度
補
正
予
算
の
議
案
、計
７
件
に
つ
い
て
、い

ず
れ
も
全
会
一
致
で
可
決
し
ま
し
た
。

　

27
日
に
は
、残
る
21
件
の
議
案
の
う
ち
、18
件
を
全

会
一
致
で
、３
件
を
賛
成
多
数
で
可
決
し
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、市
長
か
ら
令
和
６
年
度
補
正
予
算
や
学

習
用
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
取
得
に
係
る
議
案
な
ど
３

件
が
追
加
提
案
さ
れ
、い
ず
れ
も
全
会
一
致
で
可
決

す
る
と
と
も
に
、議
員
か
ら
提
出
し
た
議
案
３
件
を

全
会
一
致
で
可
決
し
ま
し
た
。

▲ 消防大会（令和7年4月6日　文化会館駐車場）
令
和
7
年
度 

一
般
会
計
予
算
な
ど
を
可
決

令
和
7
年
度 

一
般
会
計
予
算
な
ど
を
可
決

□おもな内容□
Ｐ２～5
　●議案等の審議結果
　●賛否が分かれた案件
　●行政視察の受入
Ｐ6～14
　●質疑・一般質問
Ｐ15
　●常任委員会審査報告
Ｐ16
　●子育て支援団体及び障が
　　い者団体との意見交換会
　　について
　●議員研修会を開催
　●５月臨時会及び６月定例
　　会のお知らせ
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条

例

等
　法律の改正により懲役及び禁錮が廃止され、拘禁刑に一本化されることに伴
い、所要の改正を行う。

　「三木市子ども・子育て支援事業計画」を「三木市こども計画」として策定
することに伴い、所要の改正を行う。

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の
制定について

　人口減少、少子高齢化が進展する中、子ども、子育て世帯及び高齢者などを
取り巻く環境が大きく変化しており、多様化・複雑化するニーズに対して、き
め細やかな支援等ができる体制を整えるとともに、市民にとって便利で分かり
やすい窓口とするよう、健康福祉部の組織改編を行うに当たり、市民生活部に
保険年金課を新設することから、医療保険に関する事務を健康福祉部から市民
生活部に移管する改正を行う。

三木市部等設置条例の一部を改正する条例の制定について

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

議案等の審議結果議案等の審議結果
条

例

等

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する
条例の一部を改正する条例の制定について

職員の勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

みきっ子未来応援協議会条例の一部を改正する条例の制定について

　令和７年度の保険税率について、県から提示された同年度の標準保険税率と
同水準となるよう、所要の改正を行う。

三木市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について

　三木市立みきやま斎場の施設利用者の負担の適正化を図るとともに持続的な
施設運営を図るため、令和４年９月に策定した「三木市使用料・手数料の見直
し方針」に基づき、使用料の見直しを行うことから、所要の改正を行う。

三木市立火葬場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定
について

　興治農業集落排水処理施設を廃止し、公共下水道へ統合することに伴い、所
要の改正を行う。

三木市農業集落排水処理施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正す
る条例の制定について

　非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の改正に伴い、所要の
改正を行う。

三木市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定について

　消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の改正に伴う所要
の改正を行い、消防団員退職報償金の勤務年数区分に、新たに「35年以上」区
分を追加する。

三木市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正
する条例の制定について

市道路線の廃止について
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市道路線の認定について

　学習用タブレット端末及び付属品の取得について、条例の定めるとこ
ろにより、議会の議決を求める。（議案再上程）

財産の取得について

三木市税条例及び三木市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す
る条例の一部を改正する条例の制定について

　学習用タブレット端末の取得について、仮契約の締結ができていなかったた
め議案の撤回を請求。
　３月議会中に必要な手続きを行い、仮契約を行ったのち、再度議案の上程を
行った。

予

算
　歳入歳出予算の総額を、それぞれ410億円とする。

（主な内容）
・切れ目のない妊娠から出産・子育て支援の充実
・部活動の地域クラブ活動への展開を推進
・不登校対策のさらなる充実 
・タブレット端末をiPadへ更新
・学校体育館の空調設備を整備
・学校給食費の食材高騰分を支援

[5,897万円]
[445万円]

[3,495万円]
[3億2,592万円]

[600万円]
[3,018万円]

令和７年度三木市一般会計予算 

可決（全会一致）

可決（全会一致）

　地方自治法の一部改正により、議員と市との請負に関する規制の明確
化及び緩和がなされ、議員が市との請負状況を公表することにより、請
負状況の透明性を確保し、議会運営の公正及び事務執行の適正を図る。

三木市議会議員の請負の状況の公表に関する条例の制定について

可決（全会一致）

　「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律」の改正に伴い、同法を引用する規定を改める。
　また、「刑法等の一部を改正する法律」の施行に伴い「懲役」及び「禁
錮」が廃止され、拘禁刑に一本化されるため、本条例中の「懲役」を「拘
禁刑」に改める。

三木市議会の個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例の制定
について

可決（全会一致）

可決（賛成多数）

　「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が改正され、事
業者による障がいのある方への合理的配慮の提供が義務づけられたこと
に伴い、議会運営においても社会的障壁等の除去の実施について、合理
的な配慮に努めることを規定する。

三木市議会基本条例の一部を改正する条例の制定について

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）
財産の取得について

　令和６年度使用教師用教科書及び指導書を取得したことについて、条例の定
めるところにより、議会の追認による議決を求める。

財産の取得について（追認）

可決（全会一致）
　市と市有地に係る土地賃貸借契約を締結した者について、契約終了後も当該
土地上の建物が収去されず、土地の占有状態が続いているため、建物収去及び
土地明渡し並びに使用料相当損害金の支払いを求める訴えを提起することにつ
いて、議会の議決を求める。

訴えの提起について

撤回承認
（全会一致）
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▲みきっこランドと桜（令和7年4月7日）

　　予算の総額に歳入歳出それぞれ5億3,710万円を追加し、415億4,831万4千円
　とする。

（主な内容）
　　企業版ふるさと納税制度により、団地再生事業を応援する複数の事業者か
　ら合計で10億円を超える寄附をいただいたことから、青山7丁目の交流拠点施
　設の整備の財源として活用するとともに、今後の運営や団地再生事業に活用
　するため、こころのふるさと三木応援基金に積立てる。

・中核機関の設置など権利擁護支援体制を充実
・高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施
・省エネ推進のため公共施設の照明をLED化
・し尿処理施設を改修
・交通安全対策３か年重点プロジェクトを推進
・自走式水洗トイレカーの整備（「防災のまち三木」の取組）
・ゴルフを核にしたまちづくりの推進
・団地再生事業：青山７丁目団地再耕プロジェクトの推進

・若者世代への支援（中小企業の職場環境改善を支援など）
・デマンド型交通運行エリアを拡大

[1,220万円]
[2,181万円]

[1億2,453万円]
[16億2,308万円]

[7,259万円]
[2,500万円]
[7,388万円]

[517万円]
[3,346万円]

令和７年度三木市国民健康保険特別会計予算 可決（賛成多数）
令和７年度三木市介護保険特別会計予算

令和７年度三木市後期高齢者医療事業特別会計予算

令和７年度三木市水道事業会計予算

可決（全会一致）

▲令和7年3月定例市議会
　提出議案(三木市ホーム
　ページ)

可決（賛成多数）
令和７年度三木市学校給食事業特別会計予算 可決（全会一致）

可決（全会一致）
令和７年度三木市下水道事業会計予算 可決（全会一致）
令和６年度三木市一般会計補正予算（第７号） 可決（全会一致）
令和６年度三木市国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 可決（全会一致）
令和６年度三木市介護保険特別会計補正予算（第４号） 可決（全会一致）
令和６年度三木市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号） 可決（全会一致）

令和６年度三木市学校給食事業特別会計補正予算（第３号） 可決（全会一致）
令和６年度三木市下水道事業会計補正予算（第３号） 可決（全会一致）

令和６年度三木市一般会計補正予算（第8号）

可決（全会一致）

[全体事業費：20億8,000万円のうち令和7年度分　5,100万円]
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▲北谷川の桜（令和7年4月8日）

賛否が分かれた案件 賛成＝○　反対＝●

令和７年度一般会計予算

令和７年度国民健康保険
特別会計予算

令和７年度後期高齢者医
療事業特別会計予算

件　　　名
お
ぎ
は
ら
吉
江

板
東
　
聖
悟

大
眉
　
　
均

内
藤
　
博
史

松
原
久
美
子

又
吉
　
健
二

古
田
　
寛
明

西
垣
　
弘
志

中
尾
　
司
郎

泉
　
　
雄
太

初
田
　
　
稔

川
端
　
敦
子

岸
本
　
和
也

戸
田
　
昌
樹

大
西
　
秀
樹

堀
　
　
元
子

議

決

結

果

市 民 ク ラ ブ
（3名）

志 誠 会
（5名）

※1　古田寛明議員（市民クラブ）は議長職のため、表決権はありません。

公 明 党
（2名）

日本共産党
（2名）

日本
維新
の会

公 政 会
（3名）

可決

可決

可決

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

●

●

●

●

●

●

○

○

○

※1
議 
長

行政視察の受入
三木市議会では、他市町村からの行政視察を受け入れています。
令和７年１月１日から３月３１日までの受入状況は次のとおりです。

1月17日

1月21日

1月28日

1月29日

2月 7日

1月 9日

月 日 市町村名 委員会名・会派名 調　査　事　項

埼玉県所沢市

茨城県小美玉市

岩手県北上市

兵庫県丹波市

三重県桑名市

愛知県一宮市
名岐道路・スマート
インターチェンジ
推進特別委員会

市民クラブ未来

創生小美玉

新清会

公明党、無会派

未来

山陽道・（仮称）三木スマートインターチェンジ
事業について

縁結び課の取組みについて
デマンド交通事業について

縁結び課の取組みについて

縁結び課の取組みについて
防災に関する取組みについて

婚活支援（縁結び課及びみきで愛（出会い）サポー
トセンター）の取組みについて

スポーツ振興とまちづくりについて
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▲北播磨総合医療センター　
　出典：北播磨総合医療センター  ホームページより

　
志
誠
会

　
　
大
西
　
秀
樹 

議
員
　

【
質
疑
】

　

・
三
木
市
一
般
会
計
予
算

【
一
般
質
問
】

　

・
施
政
方
針
及
び
４
年
間
の
総

　
　

括

　

・
不
登
校
・
い
じ
め
対
策

　

・
農
政
事
業

　

・
障
が
い
者
支
援

北
播
磨
総
合
医
療
セ
ン
タ
ー

　
　
①
企
業
団
が
提
案
し
た
関
係
市

　
　
負
担
金
に
対
す
る
三
木
市
の
考

え
方
及
び
進
捗
状
況

　
　

①
北
播
磨
総
合
医
療
セ
ン
タ
ー

　
　

か
ら
令
和
６
年
の
人
事
院
勧
告

に
伴
う
人
件
費
の
増
加
を
受
け
、
令

和
７
年
度
中
に
内
部
留
保
資
金
が
枯

渇
す
る
見
込
み
と
な
っ
た
た
め
、
三

木
市
と
小
野
市
に
対
し
て
令
和
６
年

10
月
４
日
付
及
び
令
和
７
年
10
月
29

日
付
で
関
係
市
負
担
金
の
増
額
を
求

め
る
文
書
が
提
出
さ
れ
た
。

　

要
望
額
は
、
国
の
繰
出
基
準
に
該

当
し
な
い
病
院
職
員
全
体
の
人
件
費

の
増
加
額
と
な
っ
て
お
り
、
令
和
６

年
度
に
3.3
億
円
、
令
和
７
年
度
に
4.2

億
円
を
両
市
で
負
担
す
る
よ
う
に
求

め
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

　

病
院
事
業
等
の
地
方
公
営
企
業
は
、

原
則
と
し
て
経
営
に
伴
う
収
入
を
も

っ
て
運
営
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る

が
、
特
定
の
経
費
に
つ
い
て
は
、
国

が
定
め
た
繰
出
基
準
に
よ
り
一
般
会

計
が
負
担
で
き
る
経
費
と
し
て
示
さ

れ
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
本
市
で
は
、

繰
出
基
準
に
規
定
さ
れ
て
い
な
い
赤

字
補
填
の
た
め
の
繰
出
は
行
っ
て
い

な
い
。

　

平
成
25
年
の
北
播
磨
総
合
医
療
セ

ン
タ
ー
開
設
時
の
計
画
で
は
、
関
係

市
負
担
金
を
段
階
的
に
減
額
し
、
令

和
２
年
度
に
両
市
か
ら
の
負
担
金
を

10
億
円
に
す
る
計
画
で
あ
っ
た
。
そ

の
後
、
当
初
計
画
が
見
直
さ
れ
、
平

成
28
年
の
改
革
プ
ラ
ン
で
は
、
令
和

２
年
度
に
両
市
か
ら
の
負
担
金
を
11

億
円
に
す
る
内
容
に
変
更
さ
れ
た
。

　

平
成
29
年
度
に
北
播
磨
総
合
医
療

セ
ン
タ
ー
か
ら
の
要
望
を
受
け
、
両

市
か
ら
の
負
担
金
を
16
億
円
と
固
定

し
て
き
た
。
現
在
の
経
営
強
化
プ
ラ

ン
で
は
、
令
和
９
年
度
ま
で
16
億
円

と
し
て
お
り
、
関
係
市
負
担
金
の
更

な
る
増
額
は
慎
重
に
判
断
す
る
必
要

が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

　

北
播
磨
総
合
医
療
セ
ン
タ
ー
か
ら

は
22
億
円
ま
で
は
繰
出
基
準
の
範
囲

内
で
あ
る
と
示
さ
れ
た
。
16
億
円
か

ら
22
億
円
と
い
う
大
き
な
変
更
で
あ

る
た
め
、
市
と
し
て
市
民
や
市
議
会

の
皆
様
に
も
説
明
す
る
必
要
が
あ
る

と
考
え
て
お
り
、
ま
ず
は
関
係
市
負

担
金
の
増
額
に
つ
い
て
繰
出
基
準
の

範
囲
内
で
行
う
こ
と
が
可
能
か
確
認

す
る
た
め
、
北
播
磨
総
合
医
療
セ
ン

タ
ー
が
示
し
て
い
る
繰
出
基
準
の
精

査
を
行
っ
て
い
る
。

　

負
担
金
の
更
な
る
増
額
に
対
す
る

本
市
の
結
論
が
出
て
い
な
い
状
況
で
、

令
和
７
年
２
月
14
日
に
北
播
磨
総
合

医
療
セ
ン
タ
ー
企
業
団
議
会
に
お
い

て
、
関
係
市
負
担
金
の
増
額
に
係
る

令
和
６
年
度
の
補
正
予
算
並
び
に
令

和
７
年
度
の
当
初
予
算
が
可
決
さ
れ

た
こ
と
は
誠
に
遺
憾
で
あ
る
。
本
市

と
し
て
も
北
播
磨
総
合
医
療
セ
ン
タ

ー
は
市
民
の
命
と
健
康
を
守
る
地
域

医
療
の
確
保
に
欠
く
こ
と
の
で
き
な

い
非
常
に
重
要
な
病
院
で
あ
り
、
こ

の
病
院
を
守
っ
て
い
く
た
め
に
も
繰

出
基
準
の
精
査
が
で
き
れ
ば
、
繰
出

基
準
の
範
囲
内
で
市
と
し
て
ど
こ
ま

で
の
支
援
が
可
能
か
検
討
し
、
で
き

る
だ
け
早
い
時
期
に
関
係
市
負
担
金

の
増
額
に
係
る
予
算
案
を
市
議
会
に

提
案
し
た
い
と
考
え
て
い
る
。

　

な
お
、
今
後
、
支
援
を
行
う
た
め

に
は
、
決
算
状
況
等
を
見
た
上
で
判

断
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
ま

ず
は
北
播
磨
総
合
医
療
セ
ン
タ
ー
に

お
い
て
経
営
改
善
に
し
っ
か
り
取
り

組
ん
で
い
た
だ
く
こ
と
が
必
須
で
あ

る
と
考
え
て
い
る
。

○
市
が
行
う
財
政
的
支
援
の
範
囲
の

判
断
を
慎
重
に
進
め
て
い
た
だ
き
た

い
。

問答
質疑・一般質問
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公
政
会　

　
泉
　
雄
太 

議
員
　

【
質
疑
】

　

・
三
木
市
一
般
会
計
予
算

　

・
財
産
の
取
得
（
追
認
）

【
一
般
質
問
】

　

・
市
街
化
調
整
区
域
の
土
地
利

　
　

用

　

・
環
境
施
策

　

・
更
な
る
物
価
高
へ
の
対
応

　

・
起
業
家
に
対
す
る
支
援

市
街
化
調
整
区
域
の
土
地
利
用

　
　
①
既
存
の
土
地
利
用
制
度
の
活

　
　
用
が
不
十
分
な
中
で
、
区
域
区

分
の
廃
止
は
時
期
尚
早
と
の
意
見
が

専
門
委
員
会
か
ら
出
さ
れ
た
が
、
今

後
の
調
整
区
域
の
土
地
利
用
に
つ
い

て
の
市
の
方
針

②
県
に
よ
っ
て
特
別
指
定
区
域
制
度

の
メ
ニ
ュ
ー
が
拡
充
さ
れ
る
中
で
も
、

三
木
市
に
お
い
て
は
当
初
の
内
容
か

ら
変
更
さ
れ
て
い
な
い
。
今
後
、
地

域
住
民
の
要
望
に
応
じ
て
新
規
居
住

者
の
受
入
れ
や
事
業
所
の
設
置
が
で

き
る
よ
う
な
制
度
の
拡
充
は
い
つ
ま

で
を
目
処
に
ど
の
よ
う
に
行
わ
れ
る

の
か

③
市
の
経
営
の
観
点
で
、
イ
ン
タ
ー

や
幹
線
道
路
沿
い
、
既
存
事
業
所
の

集
積
区
域
な
ど
へ
の
企
業
誘
致
の
た

め
の
特
別
指
定
区
域
制
度
や
、
調
整

区
域
の
地
区
計
画
の
活
用
が
必
要
と

考
え
る
が
今
後
の
市
の
方
針

　
　

①
区
域
区
分
の
見
直
し
に
つ
い

　
　

て
の
専
門
的
な
意
見
を
市
の
方

針
決
定
の
参
考
と
す
る
た
め
、
三
木

市
都
市
計
画
審
議
会
専
門
委
員
会
が

令
和
６
年
度
に
４
回
開
催
さ
れ
、
区

域
区
分
の
在
り
方
に
関
す
る
検
討
や
、

市
街
化
調
整
区
域
の
土
地
利
用
に
つ

い
て
調
査
を
し
て
い
た
だ
い
た
。

　

専
門
委
員
会
で
取
り
ま
と
め
て
い

た
だ
い
た
意
見
は
、
「
市
内
の
市
街

化
調
整
区
域
に
は
要
望
や
抱
え
る
課

題
が
異
な
る
様
々
な
地
域
が
あ
る
こ

と
、
既
存
の
土
地
利
用
コ
ン
ト
ロ
ー

ル
手
法
を
十
分
に
活
用
で
き
て
い
な

い
こ
と
な
ど
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。

区
域
区
分
を
直
ち
に
廃
止
す
る
こ
と

は
時
期
尚
早
で
あ
り
、
ま
ず
地
元
の

要
望
な
ど
を
整
理
し
た
上
で
地
域
に

応
じ
た
土
地
利
用
に
つ
い
て
既
存

制
度
を
活
用
し
て
検
討
す
る
必
要

が
あ
る
」
と
い
う
内
容
で
あ
っ
た
。

こ
の
意
見
は
３
月
10
日
開
催
の
三
木

市
都
市
計
画
審
議
会
に
報
告
さ
れ
、

こ
れ
を
受
け
て
三
木
市
都
市
計
画
審

議
会
か
ら
市
に
答
申
さ
れ
る
。

　

市
は
こ
の
答
申
を
受
け
、
区
域
区

分
の
存
廃
を
ど
う
す
る
の
か
を
決
定

す
る
。

②
令
和
５
年
度
か
ら
行
っ
て
い
る
市

街
化
調
整
区
域
の
各
自
治
会
と
の
意

見
交
換
に
て
確
認
し
た
地
区
の
意
向

に
は
、
「
地
縁
者
だ
け
で
は
な
く
地

区
外
や
市
外
の
方
も
居
住
で
き
る
よ

う
に
し
た
い
」
、
「
工
場
や
店
舗
等

の
建
築
を
可
能
に
し
た
い
」
な
ど
が

あ
っ
た
。
つ
い
て
は
特
別
指
定
区
域

を
は
じ
め
、
地
域
の
意
向
に
即
し
た

土
地
利
用
が
可
能
と
な
る
制
度
を
指

定
し
て
い
き
た
い
。

　

指
定
の
目
途
は
、
ま
ず
地
区
の
意

見
を
反
映
し
た
市
街
化
調
整
区
域
全

域
の
土
地
利
用
基
本
計
画
を
令
和
７

年
度
に
作
成
し
、
そ
の
後
、
意
見
が

ま
と
ま
っ
た
地
区
か
ら
制
度
の
指
定

に
必
要
な
手
続
を
進
め
て
い
く
予
定

で
あ
る
。
指
定
の
手
続
に
は
１
年
か

ら
１
年
半
を
要
す
る
た
め
、
早
い
地

区
で
令
和
８
年
度
中
の
指
定
を
目
指

し
た
い
。

③
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
周
辺
や
国

道
、
主
要
県
道
等
の
幹
線
沿
い
は
交

通
ア
ク
セ
ス
が
良
好
で
あ
る
た
め
企

業
に
と
っ
て
も
魅
力
的
な
立
地
だ

が
、
そ
の
多
く
が
市
街
化
調
整
区
域

で
あ
る
と
と
も
に
、
農
業
振
興
地
域

内
の
農
用
地
に
指
定
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
よ
う
な
中
で
も
、
農
用
地
区
域

に
指
定
さ
れ
て
い
な
い
区
域
を
対
象

に
、
地
域
の
意
見
を
聴
か
せ
て
い
た

だ
い
た
上
で
農
業
環
境
と
の
調
和
を

図
り
つ
つ
、
工
場
や
店
舗
等
の
建
築

を
可
能
と
す
る
こ
と
で
企
業
が
進
出

し
や
す
い
環
境
を
整
備
し
、
地
域
及

び
市
の
活
性
化
を
図
っ
て
い
く
。

○
市
街
化
調
整
区
域
の
土
地
利
用
の

見
直
し
を
ス
ピ
ー
ド
感
を
持
っ
て
進

め
て
い
た
だ
き
、
制
度
の
変
更
等
が

な
さ
れ
た
際
に
は
、
市
内
外
に
周
知

を
お
願
い
し
た
い
。

問

答

質疑・一般質問
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▲ 「三木市における地域クラブ
　  活動展開ガイドライン」につ
　  いてはこちら
　  (三木市ホームページ)

ゴルフまつりの様子
（令和7年3月20日 三木ゴルフ倶楽部）

　

市
民
ク
ラ
ブ

　
　

又
吉　

健
二 

議
員　

【
質
疑
】

　

・
三
木
市
一
般
会
計
予
算

　

・
三
木
市
一
般
会
計
補
正
予
算

【
一
般
質
問
】

　

・
三
木
市
公
共
交
通
に
お
け
る

　
　

将
来
像

　

・
中
学
校
部
活
動
の
地
域
ク
ラ

　
　

ブ
活
動
へ
の
展
開

中
学
校
部
活
動
の
地
域
ク
ラ
ブ

活
動
へ
の
展
開

　
　

教
育
委
員
会
作
成
の
「
三
木
市

　
　

に
お
け
る
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
展

開
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
等

①
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
（
イ
メ
ー
ジ
図

（ 

下
記
Q
R
コ
ー
ド
の
P
４
参
照 

）

）
に
ス
ポ
ー
ツ
協
会
、
文
化
連
盟
な

ど
が
明
示
さ
れ
て
い
な
い
理
由

②
指
導
者
と
受
入
団
体
の
確
保

③
活
動
場
所
と
し
て
小
中
学
校
や
公

共
の
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
施
設
、
社
会

教
育
施
設
の
活
用

④
市
民
に
対
し
「
部
活
動
の
地
域
展

開
」
が
理
解
し
や
す
く
親
し
み
が
湧

く
よ
う
な
名
称
の
制
定

⑤
活
動
費
等
を
原
則
受
益
者
負
担
と

し
た
こ
と
で
家
庭
の
経
済
状
況
に
よ

り
部
活
動
が
で
き
な
い
生
徒
に
対
す

る
対
応

⑥
市
の
組
織
に
お
い
て
部
活
動
の
地

域
展
開
に
関
す
る
新
た
な
組
織
新
設

　
　

①
令
和
６
年
11
月
に
策
定
し
た

　
　

「
三
木
市
に
お
け
る
地
域
ク
ラ

ブ
活
動
展
開
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
記

載
し
て
い
る
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
の
イ

メ
ー
ジ
図
に
お
い
て
、
地
域
ク
ラ
ブ

活
動
団
体
は
、
当
活
動
を
担
っ
て
い

た
だ
く
す
べ
て
の
団
体
を
想
定
し
て

い
る
。
そ
の
た
め
、
ス
ポ
ー
ツ
協
会

や
文
化
連
盟
が
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
団

体
と
な
っ
て
い
た
だ
く
こ
と
は
可
能

で
あ
る
。

②
地
域
指
導
者
の
確
保
に
つ
い
て
は
、

先
進
事
例
も
参
考
に
し
指
導
者
登
録

制
度
な
ど
を
設
け
る
。

　

ま
た
、
多
く
の
団
体
が
地
域
ク
ラ

ブ
に
登
録
し
て
い
た
だ
け
る
よ
う
、

地
域
ク
ラ
ブ
と
し
て
活
動
す
る
た
め

に
提
出
し
て
い
た
だ
く
書
類
の
作
成

方
法
な
ど
に
つ
い
て
の
説
明
会
を
開

催
し
、
受
入
団
体
を
確
保
す
る
。

③
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
の
活
動
場
所
は
、

市
内
小
・
中
学
校
の
体
育
館
、
グ
ラ

ウ
ン
ド
及
び
公
民
館
な
ど
の
社
会
教

育
施
設
を
想
定
し
て
い
る
。
市
内
に

は
、
そ
れ
ら
の
施
設
を
活
用
し
活
動

し
て
い
る
団
体
も
あ
る
こ
と
か
ら
、

利
用
の
調
整
を
行
い
な
が
ら
進
め
た

い
と
考
え
て
い
る
。

④
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
を
広
く
知
っ
て

も
ら
い
、
親
し
み
を
持
っ
て
い
た
だ

け
る
よ
う
愛
称
を
付
け
て
取
り
組
ん

で
い
る
先
進
事
例
が
あ
る
こ
と
は
認

識
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
名
称
を
付

け
る
こ
と
に
つ
い
て
、
本
市
に
お
い

て
も
今
後
検
討
す
る
。

⑤
中
学
校
の
部
活
動
が
地
域
ク
ラ
ブ

活
動
と
な
る
こ
と
で
、
会
費
な
ど
の

活
動
費
は
、
原
則
、
受
益
者
負
担
と

な
る
。
会
費
等
に
つ
い
て
は
、
受
入

団
体
に
適
切
か
つ
で
き
る
だ
け
低
廉

な
金
額
の
設
定
を
お
願
い
し
て
い
く
。

ま
た
、
部
活
動
の
地
域
ク
ラ
ブ
展
開

は
国
の
方
針
に
則
り
進
め
て
い
る
こ

と
か
ら
、
受
益
者
の
負
担
軽
減
や
支

援
体
制
に
つ
い
て
は
国
や
県
に
要
望

し
て
い
く
。
ま
た
、
市
に
お
い
て
も

支
援
策
を
検
討
す
る
。

⑥
令
和
６
年
度
は
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ

課
を
中
心
に
教
育
総
務
課
、
生
涯
学

習
課
及
び
学
校
教
育
課
で
地
域
ク
ラ

ブ
担
当
者
会
議
を
組
織
し
事
業
を
進

め
て
い
る
。
令
和
７
年
度
は
文
化
・

ス
ポ
ー
ツ
課
に
地
域
ク
ラ
ブ
コ
ー
デ

ィ
ネ
ー
タ
ー
を
配
置
し
、
文
化
・
ス

ポ
ー
ツ
課
を
中
心
に
進
め
た
い
と
考

え
て
い
る
。

○
ス
ポ
ー
ツ
協
会
や
文
化
連
盟
と
協

力
し
て
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
を
進
め
て

い
く
方
法
を
検
討
し
て
い
た
だ
き
た

い
。

答

問
質疑・一般質問
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志
誠
会

　
　

戸
田　

昌
樹 

議
員　

【
質
疑
】

　

・
三
木
市
一
般
会
計
予
算

【
一
般
質
問
】

　

・
こ
ど
も
施
策
（
子
育
て
支
援

　
　

と
学
校
教
育
）

　

・
中
央
公
民
館
等
複
合
施
設
整

　
　

備
事
業

　

・
持
続
可
能
な
農
村
地
域
の
形

　
　

成

持
続
可
能
な
農
村
地
域
の
形
成

　
　

①
新
規
就
農
者
の
確
保
、
育
成

　
　

支
援

ア　

新
規
就
農
者
の
支
援
と
し
て
家

　
　

賃
補
助
と
し
た
理
由

イ　

Ｄ
Ｉ
Ｙ
型
移
住
施
策
を
含
む
空

　
　

き
家
等
の
購
入
支
援

②
三
木
市
版
地
域
お
こ
し
協
力
隊

ア　

応
募
状
況
と
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ

　
　

ー
ル

イ　

地
域
で
の
受
け
入
れ
体
制

③
兵
庫
の
酒
米
「
山
田
錦
」
生
産
シ

ス
テ
ム
の
日
本
農
業
遺
産
認
定
と
「

伝
統
的
酒
造
り
」
の
ユ
ネ
ス
コ
無
形

文
化
遺
産
登
録

ア　

認
定
と
登
録
に
よ
る
効
果

イ　

三
木
市
の
今
後
の
取
組

　
　

①
ア　

現
在
、
認
定
新
規
就
農

　
　

者
は
10
名
と
夫
婦
型
１
組
で
、

そ
の
う
ち
４
名
が
市
外
か
ら
通
い
営

農
し
て
お
り
、
ま
た
令
和
７
年
４
月

か
ら
市
外
在
住
の
１
名
が
、
営
農
を

開
始
す
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。

　

新
規
就
農
者
へ
の
家
賃
補
助
の
支

援
は
、
市
外
の
方
を
三
木
市
へ
呼
び

込
む
一
助
と
な
る
と
と
も
に
、
住
居

が
確
保
し
や
す
く
な
り
、
安
定
し
た

生
活
基
盤
を
築
く
こ
と
が
で
き
る
と

期
待
し
て
い
る
。

イ　

新
規
就
農
者
が
地
域
農
業
に
定

着
す
る
施
策
と
し
て
Ｄ
Ｉ
Ｙ
型
移
住

施
策
を
含
め
、
空
き
家
を
利
活
用
し

て
い
く
こ
と
は
、
地
域
に
と
っ
て
も

メ
リ
ッ
ト
が
大
き
い
こ
と
か
ら
、
関

係
各
課
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
検
討

を
進
め
て
い
く
。

②
ア　

令
和
６
年
12
月
４
日
か
ら
募

集
を
開
始
し
、
４
名
の
方
か
ら
正
式

に
応
募
が
あ
っ
た
。
こ
の
う
ち
３
名

の
方
に
は
、
勤
務
条
件
や
営
農
の
希

望
条
件
が
合
致
し
な
か
っ
た
た
め
採

用
に
は
至
ら
な
か
っ
た
が
、
現
在
、

新
規
就
農
に
向
け
て
、
市
の
就
農
相

談
を
受
け
て
い
た
だ
い
て
い
る
。
ま

た
、
現
在
、
１
名
の
方
が
、
２
次
選

考
の
手
続
を
進
め
て
い
る
。

　

今
後
は
、
採
用
が
正
式
に
決
定
す

れ
ば
、
４
月
１
日
か
ら
株
式
会
社
吉

川
ま
ち
づ
く
り
公
社
の
嘱
託
職
員
と

し
て
、
「
道
の
駅
よ
か
わ
」
を
拠
点

に
、
１
年
任
期
で
最
大
３
年
間
、
吉

川
地
域
を
中
心
と
す
る
地
域
づ
く
り

活
動
に
従
事
す
る
。

イ　

三
木
市
地
域
お
こ
し
協
力
隊
は
、

「
道
の
駅
よ
か
わ
」
で
地
域
づ
く
り

活
動
に
従
事
し
、
生
活
費
を
確
保
し

な
が
ら
農
業
経
営
者
を
目
指
す
、
い

わ
ゆ
る
半
農
半
Ｘ
型
で
活
動
し
、
協

力
隊
の
期
間
終
了
後
も
地
域
内
に
定

住
し
て
、
将
来
の
担
い
手
に
な
っ
て

い
た
だ
く
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

こ
の
半
Ｘ
の
活
動
に
お
い
て
地
域
づ

く
り
活
動
を
行
う
こ
と
か
ら
、
地
域

団
体
と
の
つ
な
が
り
が
必
要
不
可
欠

と
な
る
た
め
、
各
団
体
に
も
受
入
れ

の
協
力
を
お
願
い
す
る
。

　

ま
た
、
半
農
に
つ
い
て
は
、
各
地

域
で
の
地
域
計
画
の
策
定
時
に
、
担

い
手
不
足
の
課
題
が
浮
き
彫
り
に
な

っ
て
お
り
、
外
部
か
ら
の
担
い
手
の

受
入
れ
に
意
欲
的
な
地
域
も
あ
る
た

め
、
協
力
隊
本
人
の
学
び
た
い
農
業
、

生
活
ビ
ジ
ョ
ン
な
ど
を
伺
っ
た
上
で
、

対
応
可
能
な
親
方
や
集
落
営
農
組
織

な
ど
と
マ
ッ
チ
ン
グ
を
進
め
た
い
と

考
え
て
い
る
。

③
ア　

遺
産
登
録
や
認
定
を
受
け
た

こ
と
に
よ
り
、
国
内
に
と
ど
ま
ら
ず
、

海
外
へ
の
認
知
も
深
ま
る
こ
と
か
ら
、

日
本
酒
の
需
要
拡
大
が
期
待
さ
れ
る
。

イ　

令
和
７
年
度
は
、
令
和
６
年
度

に
引
き
続
き
生
産
者
の
集
い
を
各
関

係
機
関
の
協
力
を
仰
ぎ
な
が
ら
開
催

し
、
質
、
量
と
も
日
本
一
を
誇
る
酒

米
山
田
錦
の
生
産
拡
大
に
向
け
、
担

い
手
の
確
保
に
努
め
る
と
と
も
に
、

生
産
者
に
ス
ポ
ッ
ト
を
当
て
た
取
組

を
継
続
し
て
行
っ
て
い
く
。

　

ま
た
、
兵
庫
県
山
田
錦
主
産
地
農

業
遺
産
推
進
協
議
会
や
関
係
機
関
と

連
携
し
、
山
田
錦
ま
つ
り
な
ど
を
通

じ
て
幅
広
く
周
知
し
て
い
く
。

問

答

質疑・一般質問
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市
民
ク
ラ
ブ

　
　

西
垣　

弘
志 

議
員　

【
一
般
質
問
】

　

・
三
木
市
職
員
の
採
用
及
び
勤

　
　

務
条
件
改
善

　

・
大
工
道
具
を
製
造
す
る
職
人

　
　

の
継
承

　

・
学
校
給
食
の
保
護
者
負
担
の

　
　

軽
減

　

・
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
対
応

　
　

の
準
備

　

・
交
通
安
全
施
設
な
ど
の
維
持

　
　

管
理

南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
対
応
の

準
備

　
　

令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
以
降

　
　

も
、
北
陸
を
震
源
と
す
る
震
度

５
の
地
震
が
発
生
す
る
な
ど
国
内
い

た
る
と
こ
ろ
で
地
震
が
発
生
し
て
い

る
状
況
が
あ
り
ま
す
。

　

マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
（
Ｍ
）
８
〜
９

程
度
が
想
定
さ
れ
る
南
海
ト
ラ
フ
巨

大
地
震
に
つ
い
て
、
政
府
の
地
震
調

査
委
員
会
は
、
30
年
以
内
の
発
生
確

率
を
こ
れ
ま
で
の
「
70
〜
80
％
」
か

ら
「
80
％
程
度
」
に
引
き
上
げ
た
と

発
表
し
た
。

①
三
木
市
の
災
害
対
応
の
経
験
か
ら

準
備
可
能
な
施
策
、
広
報

②
災
害
時
市
民
協
力
井
戸

　
　

①
本
市
に
お
け
る
南
海
ト
ラ
フ

　
　

巨
大
地
震
の
被
害
想
定
は
、
最

大
震
度
６
弱
を
想
定
し
て
い
る
。

　

し
か
し
、
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震

の
発
生
時
よ
り
も
、
山
崎
断
層
帯
、

草
谷
断
層
を
震
源
と
す
る
地
震
は
、

最
大
震
度
７
の
想
定
を
行
っ
て
お
り
、

こ
ち
ら
が
発
生
し
た
場
合
の
ほ
う
が
、

本
市
に
被
害
が
大
き
く
な
る
と
想
定

し
て
い
る
。

　

本
市
で
は
、
こ
の
想
定
に
よ
る
被

害
想
定
を
基
に
、
避
難
所
の
指
定
や

備
蓄
計
画
の
策
定
と
計
画
に
基
づ
く

購
入
、
避
難
所
指
定
要
員
や
自
主
防

災
組
織
、
民
生
委
員
・
児
童
委
員
に

対
し
て
防
災
研
修
を
実
施
す
る
な
ど
、

様
々
な
対
応
を
行
い
、
災
害
に
備
え

て
い
る
。

　

最
近
の
取
組
と
し
て
は
、
令
和
６

年
１
月
に
発
生
し
た
能
登
半
島
地
震

に
お
い
て
、
被
災
地
支
援
と
し
て
避

難
所
運
営
支
援
業
務
と
家
屋
被
害
調

査
業
務
で
職
員
を
派
遣
し
た
。
こ
の

派
遣
職
員
を
講
師
と
し
た
研
修
を
毎

年
、
避
難
所
指
定
要
員
に
対
し
て
実

施
し
て
い
る
避
難
所
運
営
に
関
す
る

座
学
研
修
に
お
い
て
、
被
災
地
で
の

避
難
所
運
営
を
行
う
上
で
の
注
意
点

な
ど
、
具
体
的
な
活
動
経
験
を
講
話

し
て
も
ら
い
、
職
員
の
防
災
意
識
の

向
上
に
努
め
て
い
る
。

　

市
民
に
対
し
て
は
、
三
木
市
総
合

防
災
訓
練
へ
の
参
加
を
は
じ
め
、
防

災
に
関
す
る
出
前
講
座
、
自
主
防
災

組
織
活
動
説
明
会
に
お
い
て
自
助
・

共
助
の
重
要
性
、
平
時
か
ら
の
準
備
、

災
害
時
の
行
動
な
ど
、
自
主
防
災
組

織
の
役
割
、
防
災
情
報
マ
ッ
プ
の
見

方
な
ど
の
説
明
を
行
い
、
市
民
の
防

災
意
識
の
向
上
に
努
め
て
い
る
。

②
現
在
、
本
市
が
把
握
し
て
い
る
井

戸
の
数
は
、
下
水
道
課
に
届
出
が
あ

っ
た
３
８
０
本
と
な
っ
て
い
る
。
内

訳
は
、
三
木
地
区
１
８
０
本
、
久
留

美
地
区
75
本
、
別
所
地
区
60
本
、
志

染
地
区
40
本
、
細
川
、
口
吉
川
地
区

は
一
帯
と
し
て
把
握
し
て
お
り
10
本
、

緑
が
丘
地
区
５
本
、
吉
川
地
区
10
本

と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
届
出
の
な

い
井
戸
も
あ
る
た
め
、
全
体
数
の
把

握
は
で
き
て
い
な
い
。

○
井
戸
が
あ
る
地
域
に
は
偏
り
が
あ

る
た
め
、
災
害
時
市
民
協
力
井
戸
の

普
及
が
進
む
よ
う
、
災
害
井
戸
の
届

出
を
す
る
判
断
基
準
に
つ
い
て
周
知

し
て
い
た
だ
き
た
い
。

　

質疑・一般質問
問

答
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日
本
共
産
党

　
　

板
東　

聖
悟 

議
員　

【
質
疑
】

　

・
三
木
市
一
般
会
計
予
算

【
一
般
質
問
】

　

・
中
心
市
街
地
に
宿
泊
施
設
を

　
　

誘
致
・
建
設
す
る
施
策

　

・
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ

　
　

ム
標
準
化
に
よ
る
運
用
経
費

三
木
市
一
般
会
計
予
算

　
　

予
算
総
額
４
１
０
億
円

　
　

①
前
年
度
よ
り
19
億
５
千
万
円

増
加
し
た
理
由

②
近
年
増
加
傾
向
の
理
由

③
今
後
の
見
通
し

　
　

①
令
和
７
年
度
一
般
会
計
の
予

　
　

算
総
額
は
、
令
和
６
年
度
よ
り

19
億
５
千
万
円
増
加
し
て
い
る
。

　

増
加
の
主
な
理
由
は
、
人
事
院
勧

告
な
ど
に
よ
り
人
件
費
が
令
和
６
年

度
に
比
べ
約
４
億
５
千
万
円
増
加
し

た
こ
と
や
、
物
価
高
騰
の
影
響
な
ど

で
、
物
件
費
が
約
11
億
円
増
加
、
さ

ら
に
は
児
童
手
当
や
認
定
こ
ど
も
園

給
付
費
な
ど
の
増
加
に
よ
り
、
扶
助

費
が
約
８
億
円
増
加
し
た
こ
と
で
あ

る
。
そ
の
一
方
で
、
定
額
減
税
補
足

給
付
金
な
ど
の
減
に
よ
り
、
補
助
費

等
は
約
６
億
円
減
少
し
て
い
る
。

②
一
般
会
計
の
予
算
総
額
は
、
10
年

前
の
平
成
27
年
度
に
初
め
て
３
０
０

億
円
を
超
え
て
以
降
、
年
々
増
加
し

て
お
り
、
令
和
５
年
度
に
は
３
５
０

億
円
を
超
え
、
令
和
７
年
度
に
は
４

０
０
億
円
を
超
え
る
予
算
規
模
と
な

り
、
こ
こ
10
年
間
で
１
０
０
億
円
以

上
増
加
し
て
い
る
。

　

平
成
27
年
度
当
初
予
算
と
令
和
７

年
度
当
初
予
算
を
比
較
す
る
と
、
人

件
費
は
会
計
年
度
任
用
職
員
の
報
酬

等
が
物
件
費
か
ら
人
件
費
に
整
理
さ

れ
、
さ
ら
に
勤
勉
手
当
の
支
給
な
ど

の
処
遇
改
善
が
図
ら
れ
て
き
た
こ
と

や
、
職
員
数
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、

約
23
億
円
増
加
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
扶
助
費
は
、
認
定
こ
ど
も

園
の
給
付
費
や
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

費
の
増
額
な
ど
に
よ
り
、
約
23
億
円

増
額
し
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
物
件
費
は
、
小
・
中
・

特
別
支
援
学
校
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

の
整
備
や
住
民
情
報
シ
ス
テ
ム
の
標

準
化
対
応
を
は
じ
め
と
し
た
各
種
シ

ス
テ
ム
関
連
経
費
の
増
加
に
加
え
、

ふ
る
さ
と
納
税
の
増
加
に
伴
う
経
費

の
増
加
、
人
件
費
の
上
昇
及
び
物
価

高
騰
な
ど
を
受
け
た
指
定
管
理
委
託

料
な
ど
の
施
設
の
管
理
に
係
る
経
費

の
増
加
等
に
よ
り
、
約
18
億
円
増
加

し
て
い
る
。

　

そ
の
ほ
か
、
公
債
費
で
約
12
億
円
、

補
助
費
等
で
約
10
億
円
、
投
資
的
経

費
で
約
10
億
円
の
増
加
と
な
っ
て
い

る
。

③
今
後
も
、
最
低
賃
金
の
上
昇
に
伴

う
人
件
費
の
さ
ら
な
る
増
加
に
加
え
、

物
価
高
騰
等
に
よ
る
物
件
費
の
増
加

や
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
な
ど
社

会
保
障
費
の
増
加
に
よ
り
、
扶
助
費

の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
。

　

さ
ら
に
、
次
期
ご
み
処
理
施
設
や

中
央
公
民
館
等
複
合
施
設
、
小
中
一

貫
校
の
整
備
な
ど
、
大
型
事
業
が
本

格
化
す
る
中
、
今
後
も
予
算
規
模
の

増
加
傾
向
は
続
く
と
見
込
ん
で
い
る
。

　
　

デ
ジ
タ
ル
化
に
よ
っ
て
人
件
費

　
　

等
が
減
少
し
て
い
な
い
理
由
を

問
う
。

　
　

人
口
減
少
社
会
の
中
で
デ
ジ
タ

　
　

ル
化
は
避
け
て
通
れ
な
い
。
そ

の
一
方
で
、
新
た
な
行
政
需
要
の
発

生
や
、
デ
ジ
タ
ル
化
に
対
応
で
き
な

い
方
へ
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
等
き
め
細

や
か
な
対
応
が
必
要
で
あ
り
、
人
件

費
等
の
減
少
に
至
っ
て
い
な
い
。

○
市
は
、
市
民
生
活
に
根
ざ
し
た
市

民
サ
ー
ビ
ス
を
行
っ
て
い
く
と
こ
ろ

で
あ
る
。
本
当
に
必
要
な
市
民
サ
ー

ビ
ス
を
十
分
見
極
め
な
が
ら
行
政
運

営
を
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

質疑・一般質問
問答

問答
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公
明
党

　
　

内
藤　

博
史 

議
員　

【
質
疑
】

　

・
三
木
市
一
般
会
計
予
算

【
一
般
質
問
】

　

・
住
宅
耐
震
化
促
進
事
業
の
県

　
　

事
業
を
活
用
し
た
拡
充

　

・
Ｌ
ア
ラ
ー
ト

三
木
市
一
般
会
計
予
算

　
　

帯
状
疱
疹
ワ
ク
チ
ン
接
種
事
業

　
　

①
定
期
接
種
の
内
容

②
市
の
公
費
助
成

③
県
の
事
業
を
活
用
し
た
令
和
７
年

度
限
り
の
任
意
接
種
事
業

　
　

①
帯
状
疱
疹
ワ
ク
チ
ン
の
予
防

　
　

接
種
は
、
令
和
７
年
４
月
か
ら

国
が
定
め
る
定
期
接
種
と
な
り
、
対

象
者
は
一
部
公
費
負
担
で
接
種
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
る
。
令
和
７
年
度

の
対
象
者
は
、
年
度
内
に
65
歳
を
迎

え
る
方
、
60
歳
以
上
64
歳
以
下
で
ヒ

ト
免
疫
不
全
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
免
疫

機
能
の
障
が
い
が
あ
り
日
常
生
活
に

常
時
介
助
が
必
要
な
方
で
あ
る
。

　

ま
た
、
令
和
11
年
度
ま
で
の
経
過

措
置
と
し
て
、
年
度
内
に
70
歳
・
75

歳
・
80
歳
・
85
歳
・
90
歳
・
95
歳
・

１
０
０
歳
を
迎
え
る
方
も
対
象
で
、

１
０
０
歳
以
上
の
方
は
令
和
７
年
度

に
限
り
全
員
対
象
と
な
る
。
市
で
は
、

対
象
者
へ
接
種
を
受
け
る
た
め
に
必

要
な
予
診
票
を
令
和
７
年
４
月
下
旬

に
送
付
予
定
で
あ
る
。

②
帯
状
疱
疹
ワ
ク
チ
ン
は
２
種
類
あ

り
、
ワ
ク
チ
ン
の
種
類
に
よ
り
接
種

回
数
と
費
用
が
異
な
る
。　
　
　

　

一
つ
は
１
回
の
接
種
で
完
了
す
る

生
ワ
ク
チ
ン
、
も
う
一
つ
は
２
回
の

接
種
が
必
要
な
組
換
え
ワ
ク
チ
ン
で

あ
る
。

　

市
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
ワ
ク
チ
ン

接
種
費
用
の
半
額
を
公
費
助
成
す
る

予
定
で
あ
る
。
助
成
上
限
額
は
、
生

ワ
ク
チ
ン
は
４
千
円
、
組
換
え
ワ
ク

チ
ン
は
１
回
１
万
１
千
円
で
、
２
回

で
計
２
万
２
千
円
と
な
る
予
定
で
あ

る
。

③
県
が
令
和
６
年
度
事
業
と
し
て
、

対
象
年
齢
50
歳
以
上
の
方
に
当
該
事

業
を
行
う
市
町
へ
の
助
成
制
度
を
設

け
た
こ
と
を
受
け
、
市
は
県
の
補
助

金
を
活
用
し
、
任
意
接
種
の
一
部
助

成
事
業
を
実
施
し
て
い
る
。
県
は
、

令
和
７
年
度
の
助
成
要
件
と
し
て
、

対
象
者
を
「
50
歳
以
上
60
歳
以
下
」

に
変
更
し
、
市
へ
の
補
助
を
１
年
間

限
定
で
継
続
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

県
の
通
知
を
受
け
、
市
は
引
き
続
き

県
補
助
金
を
活
用
し
た
事
業
を
継
続

す
る
こ
と
と
し
、
対
象
者
を
「
50
歳

以
上
60
歳
以
下
」
に
変
更
し
、
一
人

あ
た
り
１
回
の
み
上
限
４
千
円
の
助

成
を
実
施
す
る
。

　

助
成
方
法
は
、
接
種
時
に
一
旦
全

額
負
担
を
し
て
い
た
だ
い
た
後
に
、

接
種
が
明
ら
か
に
な
る
書
類
・
領
収

書
等
を
市
に
提
出
の
上
、
請
求
を
行

っ
て
い
た
だ
く
こ
と
で
助
成
金
を
振

り
込
む
。

　
　

過
去
に
予
防
接
種
を
受
け
た
方

　
　

で
、
今
回
の
定
期
接
種
の
必
要

が
な
い
と
い
う
判
断
は
ど
の
よ
う
に

し
て
い
る
の
か
。

　
　

予
防
接
種
法
施
行
規
則
で
は
、

　
　

過
去
に
任
意
で
予
防
接
種
を
受

け
た
方
は
原
則
と
し
て
定
期
接
種
の

対
象
外
と
な
る
。

　

た
だ
し
、
過
去
に
接
種
を
受
け
た

場
合
で
も
、
対
象
者
の
免
疫
機
能
の

状
態
な
ど
に
よ
り
当
該
予
防
接
種
を

行
う
必
要
が
あ
る
と
医
療
機
関
に
お

い
て
医
師
が
判
断
し
、
最
終
的
に
市

長
が
認
め
た
場
合
は
定
期
接
種
の
対

象
と
な
り
得
る
こ
と
が
あ
る
。

　
　

令
和
７
年
度
は
定
期
接
種
と
任

　
　

意
接
種
が
混
在
す
る
た
め
、
市

民
や
医
療
機
関
へ
説
明
、
周
知
が
必

要
だ
と
思
う
が
ど
の
よ
う
に
行
う
の

か
。

　
　

定
期
接
種
と
任
意
接
種
は
助
成

　
　

回
数
や
助
成
金
額
な
ど
に
差
が

あ
り
、
基
本
的
な
対
象
年
齢
が
異
な

る
た
め
大
き
な
混
乱
は
な
い
と
想
定

し
て
い
る
。
制
度
の
違
い
や
対
象
者

は
、
今
後
、
広
報
や
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

な
ど
に
よ
り
周
知
す
る
。

質疑・一般質問
問答

問答

問答
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伽耶院のしだれ桜
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日
本
共
産
党

　
　
大
眉
　
均 

議
員
　

【
質
疑
】

　

・
三
木
市
国
民
健
康
保
険
税
条

　
　

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

　
　

の
制
定

　

・
三
木
市
一
般
会
計
予
算

【
一
般
質
問
】

　

・
学
校
給
食

　

・
児
童
・
生
徒
の
通
学
支
援

　

・
農
業
振
興

学
校
給
食

①
学
校
給
食
費
の
保
護
者
負
担
の
引

上
げ

②
給
食
材
料
費
の
値
上
げ
と
学
校
給

食
費

③
学
校
給
食
費
の
無
償
化

ア
　
各
地
の
無
償
化
の
取
組

イ
　
三
木
市
に
お
け
る
無
償
化

ウ
　
国
・
県
に
対
す
る
要
望

　
　

①
市
と
し
て
は
、
学
校
給
食
法

　
　

に
基
づ
き
、
食
材
費
は
保
護
者

に
負
担
い
た
だ
い
て
い
る
た
め
、
令

和
８
年
度
以
降
の
学
校
給
食
費
に
つ

い
て
も
、
保
護
者
に
負
担
い
た
だ
く

予
定
で
あ
る
。

　

な
お
、
令
和
７
年
度
は
、
食
材
費

の
高
騰
分
は
市
が
負
担
す
る
。
令
和

８
年
度
以
降
、
保
護
者
に
負
担
い
た

だ
く
学
校
給
食
費
は
、
学
校
給
食
審

議
会
に
諮
問
し
、
答
申
い
た
だ
く
予

定
で
あ
る
。

　

今
後
も
、
国
や
県
の
学
校
給
食
費

の
無
償
化
に
向
け
た
取
組
な
ど
の
動

向
を
注
視
し
な
が
ら
、
学
校
給
食
費

の
保
護
者
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
支
援

策
が
あ
れ
ば
、
積
極
的
に
活
用
し
て

い
く
。

②
給
食
材
料
で
最
も
大
き
な
値
上
げ

と
な
っ
た
の
は
米
で
、
令
和
６
年
産

米
は
、
令
和
５
年
産
米
と
比
べ
60
％

程
度
価
格
が
上
昇
す
る
見
込
み
で
あ

る
。

　

ま
た
、
魚
類
や
野
菜
類
等
の
す
べ

て
の
食
材
が
値
上
が
り
し
て
い
る
。

　

総
務
省
が
発
表
す
る
消
費
者
物
価

指
数
の
食
料
指
数
は
、
令
和
５
年
度

の
給
食
費
改
定
の
諮
問
時
よ
り
約
12

％
上
昇
し
て
い
る
。
今
後
も
同
様
に

12
％
上
昇
す
る
と
見
込
み
、
令
和
７

年
度
の
１
食
単
価
を
小
学
校
で
33
円

上
昇
し
た
３
０
５
円
、
中
学
校
で
38

円
上
昇
し
た
３
４
８
円
と
計
算
し
、

こ
の
上
昇
分
は
市
が
負
担
す
る
。

③
ア　

県
内
で
小
・
中
学
校
と
も
に

学
校
給
食
費
を
無
償
化
し
て
い
る
の

は
相
生
市
、
加
西
市
、
加
東
市
、
香

美
町
、
新
温
泉
町
の
３
市
２
町
で
あ

る
。

　

ま
た
、
中
学
校
の
み
を
無
償
化
し

て
い
る
の
は
明
石
市
、
た
つ
の
市
の

２
市
で
あ
り
、
令
和
７
年
度
か
ら
は

三
田
市
、
丹
波
市
、
市
川
町
、
福
崎

町
が
中
学
校
の
み
を
無
償
化
す
る
予

定
と
聞
い
て
い
る
。

イ　

市
で
給
食
費
を
無
償
化
し
た
場

合
、
給
食
費
無
償
化
に
係
る
費
用
は
、

令
和
７
年
度
予
算
で
就
学
援
助
の
児

童
・
生
徒
を
含
め
た
人
数
で
計
算
す

る
と
、
２
億
８
千
３
０
０
万
円
が
必

要
と
な
る
。

ウ　

国
は
、
小
学
校
給
食
費
を
令
和

８
年
度
以
降
の
可
能
な
限
り
早
期
に

無
償
化
を
目
指
す
方
針
と
し
て
い
る
。

　

給
食
費
無
償
化
の
要
望
は
、
引
き

続
き
、
県
に
対
し
、
国
へ
強
く
要
望

し
て
い
た
だ
く
よ
う
求
め
て
い
く
。

○
学
校
給
食
費
の
値
上
げ
を
抑
え
て

い
た
だ
く
と
と
も
に
、
国
、
県
に
対

し
て
給
食
費
無
償
化
の
要
望
を
継
続

し
て
い
た
だ
き
た
い
。

質疑・一般質問
問

答
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日
本
維
新
の
会

  
お
ぎ
は
ら 

吉
江 

議
員　

【
質
疑
】

　

・
三
木
市
一
般
会
計
予
算

【
一
般
質
問
】

　

・
基
金
活
用
と
今
後
の
財
政
運

　
　

営

　

・
ご
み
の
減
量
化

　

・
大
阪
・
関
西
万
博
に
向
け
た

　
　

取
組

　

・
学
習
上
の
困
難
や
悩
み
を
抱

　
　

え
る
児
童
生
徒
へ
の
取
組

基
金
活
用
と
今
後
の
財
政
運
営

　
　

①
基
金
取
崩
額
の
増
加

　
　

ア　

令
和
７
年
度
当
初
予
算
に

お
い
て
は
、
令
和
６
年
度
当
初
予
算

と
の
比
較
に
お
い
て
、
基
金
取
崩
額

が
約
８
億
円
増
加
し
た
要
因

②
今
後
の
大
型
事
業
と
財
政
運
営

ア　

予
定
さ
れ
て
い
る
大
型
事
業
の

　
　

財
源

イ　

こ
れ
ら
の
事
業
に
よ
る
財
政
負

　
　

担
を
踏
ま
え
、
基
金
残
高
の
見

　
　

通
し

ウ　

新
た
な
財
源
確
保
策

　
　

①
主
な
要
因
の
１
つ
目
は
、
人

　
　

事
院
勧
告
な
ど
に
よ
る
人
件
費

の
増
加
で
あ
り
、
令
和
６
年
度
当
初

予
算
と
の
一
般
財
源
で
の
比
較
で
約

３
億
７
千
万
円
増
額
し
て
い
る
。

　

２
つ
目
は
、
市
の
未
来
を
担
う
若

者
が
働
き
や
す
い
環
境
整
備
に
対
す

る
支
援
や
「
防
災
の
ま
ち
三
木
」
の

取
組
な
ど
、
令
和
７
年
度
か
ら
新
た

に
実
施
す
る
施
策
に
よ
り
、
一
般
財

源
で
約
７
千
５
０
０
万
円
増
額
し
て

い
る
。

　

加
え
て
、
物
価
高
騰
な
ど
の
影
響

を
受
け
た
物
件
費
や
、
そ
の
他
の
経

費
の
増
加
に
よ
り
、
一
般
財
源
で
約

３
億
５
千
５
０
０
万
円
増
額
し
て
い

る
。

　

以
上
の
要
因
に
よ
り
歳
出
が
大
き

く
増
加
し
て
い
る
一
方
で
、
そ
れ
に

見
合
う
歳
入
の
増
加
が
見
込
め
な
い

た
め
、
基
金
の
取
崩
し
が
増
加
し
た
。

②
ア　

今
後
予
定
し
て
い
る
３
つ
の

大
型
事
業
は
国
の
交
付
金
や
負
担
金

の
対
象
と
な
る
た
め
、
ま
ず
国
の
交

付
金
等
を
活
用
し
、
事
業
費
に
充
当

し
て
い
く
。

　

次
に
、
こ
れ
ら
の
事
業
は
地
方
債

を
発
行
で
き
る
た
め
、
後
年
度
に
交

付
税
措
置
が
さ
れ
る
有
利
な
地
方
債

を
優
先
的
に
活
用
し
、
事
業
費
に
充

当
し
て
い
く
。

　

最
後
に
、
国
の
交
付
金
や
地
方
債

の
発
行
等
で
は
事
業
費
の
す
べ
て
を

賄
う
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
一
般

財
源
を
充
当
す
る
。

イ　

令
和
６
年
８
月
に
公
表
し
た
三

木
市
財
政
健
全
化
計
画
の
取
組
実
績

報
告
書
に
示
し
て
い
る
収
支
見
通
し

に
は
、
今
後
整
備
を
予
定
し
て
い
る

３
つ
の
大
型
事
業
の
費
用
も
含
ん
で

お
り
、
令
和
７
年
度
か
ら
基
金
が
大

き
く
減
少
し
、
令
和
14
年
度
に
は
基

金
が
枯
渇
す
る
見
込
み
と
な
っ
て
い

る
。

　

こ
の
た
め
、
基
金
の
枯
渇
に
よ
り

財
政
運
営
に
支
障
を
来
さ
な
い
よ
う
、

財
政
健
全
化
計
画
で
示
し
た
と
お
り
、

令
和
６
年
度
の
決
算
を
踏
ま
え
た
収

支
見
通
し
に
よ
り
、
さ
ら
な
る
事
業

の
見
直
し
の
必
要
性
に
つ
い
て
判
断

し
て
い
く
。

ウ　

市
で
は
こ
れ
ま
で
、
ふ
る
さ
と

納
税
の
推
進
、
市
有
財
産
の
土
地
や

建
物
の
売
却
、
使
用
料
、
手
数
料
の

見
直
し
、
市
税
の
徴
収
率
の
向
上
、

閉
校
し
た
学
校
の
不
要
物
品
の
売
却
、

不
要
と
な
っ
た
公
用
車
の
売
却
な
ど

に
よ
り
、
収
入
の
確
保
に
取
り
組
ん

で
き
た
。

　

今
後
も
、
こ
れ
ま
で
の
取
組
に
加

え
、
国
の
総
合
経
済
対
策
に
よ
り
創

設
さ
れ
た
新
し
い
地
方
経
済
・
生
活

環
境
創
生
交
付
金
や
令
和
７
年
度
に

創
設
さ
れ
る
デ
ジ
タ
ル
活
用
推
進
事

業
債
な
ど
有
利
な
地
方
債
の
さ
ら
な

る
活
用
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  ▲ ▶ 緑が丘北公園の桜（令和7年4月7日）

　総務文教常任委員会及び民生産業常任委員会の審査報告に付された
意見、要望の一部をご紹介いたします。

常任委員会審査報告 抜 粋

　喫緊の課題である脱炭素社会の実現に向けた省エネルギー化の取組として、公共施設の照明設
備をＬＥＤ化する事業ですが、事業規模も大きく市内の経済活動の活性化に大きく寄与するもの
であることから、プロポーザルによる事業者選定においては、受注する企業体に市内企業も参入
できるよう公募方法を検討されたい。

　地域クラブの設立や運営を支援する「地域クラブ活動コーディネーター」を配置し、「地域ク
ラブ活動推進協議会」を設置して、スポーツ・文化活動団体関係者や学校関係者の意見交換を行
うとともに、地域クラブの先行事業としてゴルフクラブを創設するなど、地域クラブ活動への展
開に向けた取組を進めようとするものですが、事業の詳細は未定、検討中など、予算だけが先行
し、事業の適切な執行に不安を感じる内容であるため、スピード感をもって、事業の進捗管理を
徹底されたい。

　０歳児から高校生世代に係る医療費の自己負担を軽減することを目的として、市独自に無償範
囲を拡充されていますが、今後もこの施策を維持継続させていくためにも、安定した財源の確保
が必要不可欠であるため、国や県に対して既存の制度を改正するよう要望されたい。

　農業の担い手不足が進む中で、担い手の確保に向けた様々な支援の1つとして、市外から三木
市内へ移住する認定新規就農者に対し、家賃の一部を補助されようとしていますが、地域に馴染
みのない移住者が安心して住居の確保ができるよう、就農地に近い空き家情報を提供するなど住
まいの相談に応じることで、就農しやすい環境を整備し、農村地域の活性化につなげられたい。

　下水道施設を整備する際に発行している下水道事業債の償還期間と、下水道施設の減価償却期
間の差による資金不足を補うために発行されている資本費平準化債について、令和６年度から発
行可能額が拡充されたことで、令和７年度の当初予算ではキャッシュフローの改善が見込まれて
いますが、現在行われている経営戦略の見直しにあたっては、このような点も含めあらゆる収入
及び経費を勘案の上、健全な経営の実現に取り組まれたい。

★ 公共施設照明LED化事業

★ 学校部活動の地域クラブ活動への展開

★ 子ども福祉医療事業

★ 新規就農者等確保育成支援補助金

★ 下水道事業の経営
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・５月臨時市議会

・６月定例市議会
5月 28日（水）
6月  9日（月）

10日（火）
11日（水）
20日（金）

議案上程・市長提案説明

質疑・一般質問

質疑・一般質問（予備日）
討論・採決等

5月 13日（火） 役員改選等 本会議の様子をラジオ
「エフエム三木」（76.1ＭＨｚ）
で生放送します

子育て支援団体及び障がい者団体
との意見交換会を実施しました　

議員ハラスメント防止研修会を開催しました

※いずれも午前10時から開催する予定です。
　詳しくは議会事務局までお問い合わせいただくか、
　市のホームページをご覧ください。
※５月臨時市議会は放送いたしませんのでご了承願い
　ます。

子育て支援団体との意見交換会の様子（令和7年2月4日　三木市役所）

障がい者団体との意見交換会の様子（令和7年2月6日　教育センター）

議員ハラスメント研修会の様子（令和7年3月7日　三木市役所）

5月臨時市議会及び6月定例市議会のお知らせ

　三木市議会では、全議員を対象とした議員
のハラスメント防止に関する議員研修会を開
催しました。
　研修会では、実際のハラスメント事例に基
づいた映像教材を視聴し、議員同士が問題点
等について話し合うことで、議員のハラスメ
ントに関する基礎知識や議会におけるハラス
メントの実態や防止策について学びました。
　今回の研修を通じて、改めて議員一人一人
がハラスメントに対する理解を深めることが
できました。

　各団体の活動の現状及び課題、市の実施す
る事業やサービスに対する意見など、市政に
おける課題を共有し、今後の議会運営に反映
させることを目的として、令和７年２月４日
及び２月６日に子育て支援団体及び障がい者
団体との意見交換会を開催しました。
　日頃から現場で活躍されている子育て支援
団体及び障がい者団体の皆様が実際に感じら
れていることをお聴きすることで、必要な支
援策等について活発な意見交換ができました。
　今回の意見交換会でいただいたご意見を踏
まえ、議会としても引き続き調査・研究を継
続し、担当部局と協議を重ねていきます。


